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不法投棄防止対策事業計画書

１　事業の目的










２　事業の内容
　 (1) 計画表（様式第７号）


　 (2) 計画図（様式第８号）


　 (3) 見積書


　 (4) 所要額調書（様式第５号）








３　事業効果














様式第７号（実施要綱第４条（２）イ関係）

計画・結果表


	            　番号※

	

	

	


	








 　不法投棄の状況
 （場所、種類、量）









	



















	



















	




















	








 設置（予定）工作物
  （場所、構造等）









	




















	




















	






















（注）１．場所ごと、種類ごとに番号を付す。番号ごとに様式第８号を添付する。
様式第７号（実施要綱第４条（２）ロ関係）     

計画・結果表

	            　番号※

	

	

	


	





　不法投棄の状況
 （場所、種類、量）





	












	












	













	



　（予定）委託先
    及び業務内容




	                  　　










	








監視区域･計画（実績）









	                 　               　　　　



















（注）１．場所ごと、種類ごとに番号を付す。番号ごとに様式第８号を添付する。
様式第８号（実施要綱第４条（２）イ関係）     

計画・結果図

	













































※不法投棄場所、工作物設置場所の写真を添付する
様式第８号（実施要綱第４条（２）ロ関係）   

計画・結果図

	













































※不法投棄場所、監視状況等の写真を添付する

様式第９号

第　　　号


令和　年度市町村産廃対策支援事業補助金交付決定通知書

　令和　　年    月　　日付け、　　第　　　号により申請のあった市町村産廃対策支援事業（周辺地域環境調査事業・不法投棄防止対策事業）については、沖縄県補助金等の交付に関する規則（昭和47年沖縄県規則第102号）第４条及び市町村産廃対策支援事業補助金交付要綱第５条の規定に基づき下記のとおり交付します。

    令和　　年　  月　　日


                                            沖縄県知事                   印





記

１　補助金交付額及び補助事業に要する経費は、次のとおりとする。ただし、補助事業の内容　の変更により当該事業に要する経費が変更された場合において補助金交付額が変更されたと　きは別に通知する。

      補助事業に要する経費　　金　　　　　　　　　円

      補助金交付額            金　　　　　　　　　円



２　補助事業の内容は、交付申請書記載のとおりとする。



３　この補助金の交付決定の内容又は条件に不服がある場合において、沖縄県補助金等の交付　に関する規則第７条の規定により申請の取り下げを行う事のできる期間は、本通知を受けた　日から起算して10日以内とする。








様式第10号

第　　　　　　号
令和　年　月　日


　沖縄県知事　殿



                                               所在地

                                               名　称                       　




令和　　年度市町村産廃対策支援事業補助金変更交付申請書

　令和　　年　　月　　日付け、　　第　　　号で交付決定のありました標記補助事業の内容を下記のとおり変更したいので、市町村産廃対策支援事業補助金交付要綱第７条第１項の規定に基づき申請します。

記

１　補助金交付申請額等

	    
区　　　分
	
変　更　後
	
変　更　前
	
増　減

	
補助事業に要する経費
	

	

	


	
補助金交付申請額
	

	

	








２　変更の内容





３　変更の理由
